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提案理由 

 地域再生法の改正に伴い、移転型事業により新設又は増設した特別償却設備等に対する固定資産

税を課税免除とするため改正しようとする。 



地域再生法に規定する地方活力向上地域における高山市固定資産税の特例に関する条例の一

部を改正する条例 

 地域再生法に規定する地方活力向上地域における高山市固定資産税の特例に関する条例（平成２

８年高山市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（固定資産税の不均一課税） （固定資産税の課税免除又は不均一課税） 

第２条 市長は、法第１７条の２第３項の認定を

受けた同条第１項に規定する地方活力向上地

域特定業務施設整備計画に従って、地域再生

法第１７条の６の地方公共団体等を定める省

令（平成２７年総務省令第７３号）第２条第

１号に規定する特別償却設備（以下「特別償

却設備」という。）を新設し、又は増設した

同条第２号に規定する特別償却設備設置者に

対して課する固定資産税について不均一課税

を適用する。 

第２条 市長は、法第１７条の２第３項の認定を

受けた同条第１項に規定する地方活力向上地

域等特定業務施設整備計画に従って、地域再

生法第１７条の６の地方公共団体等を定める

省令（平成２７年総務省令第７３号）第２条

第１号に規定する特別償却設備（以下「特別

償却設備」という。）を新設し、又は増設し

た同条第２号に規定する特別償却設備設置者

に対して課する固定資産税について課税免除

又は不均一課税を適用する。 

２ 当該特別償却設備である家屋又は構築物及

び償却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地

である土地（平成２７年１０月８日以後に取

得したものに限り、かつ、土地については、

その取得の日の翌日から起算して１年以内に

当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の

建設の着手があった場合における当該土地に

限る。）に係る固定資産税を、新たに課せら

れることとなった年度から３箇年度分に限り

不均一課税とする。 

２ 当該特別償却設備である家屋又は構築物及

び償却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地

である土地（平成２７年１０月８日以後に取

得したものに限り、かつ、土地については、

その取得の日の翌日から起算して１年以内に

当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の

建設の着手があった場合における当該土地に

限る。）（以下これらを「特別償却設備等」

という。）に係る固定資産税を、新たに課せ

られることとなった年度から３箇年度分に限

り課税免除又は不均一課税とする。 

  

 （課税免除） 

 第２条の２ 前条に規定する課税免除は、法第１

７条の２第１項第１号に掲げる事業により新

設又は増設した特別償却設備等について適用

する。 



  

（不均一課税の税率） （不均一課税の税率） 

第３条 前条の規定により適用することとなる

固定資産税の税率は、高山市税条例（昭和３

０年高山市条例第３２号）第６８条の規定に

かかわらず、次の各号に掲げる事業ごとに、

当該各号の年度ごとに定める税率とする。 

第３条 第２条に規定する不均一課税は、法第１

７条の２第１項第２号に掲げる事業により新

設又は増設した特別償却設備等について適用

し、当該特別償却設備等に対して課する固定

資産税の税率は、高山市税条例（昭和３０年

高山市条例第３２号）第６８条の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる年度ごとに、当該

各号の定める税率とする。 

⑴ 法第１７条の２第１項第１号に掲げる事

業 

⑴ 初年度分 １００分の０ 

ア 初年度分 １００分の０  ⑵ 第２年度分 １００分の０．４６７ 

イ 第２年度分 １００分の０．３５  ⑶ 第３年度分 １００分の０．９３３ 

ウ 第３年度分 １００分の０．７０  

⑵ 法第１７条の２第１項第２号に掲げる事

業 

 

ア 初年度分 １００分の０  

イ 第２年度分 １００分の０．４６７  

ウ 第３年度分 １００分の０．９３３  

  

（申請書の提出） （申請書の提出） 

第４条 前条の規定による不均一課税を受けよ

うとする者は、毎年１月３１日までに規則で

定めるところにより申請書を市長に提出しな

ければならない。 

第４条 前２条の規定による課税免除又は不均

一課税を受けようとする者は、毎年１月３１

日までに規則で定めるところにより申請書を

市長に提出しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（変更事項の届出） （変更事項の届出） 

第５条 固定資産税の不均一課税を受けたもの

で、申請書の記載事項に変更があったときは

、その事実の発生した日から１０日以内にそ

の旨を市長に届け出なければならない。 

第５条 固定資産税の課税免除又は不均一課税

を受けたもので、申請書の記載事項に変更が

あったときは、その事実の発生した日から１

０日以内にその旨を市長に届け出なければな

らない。 



  

（不均一課税措置の取消又は停止） （課税免除措置又は不均一課税措置の取消又

は停止） 

第６条 市長は、固定資産税の不均一課税を受け

た者が、次の各号のいずれかに該当するとき

は、その不均一課税の措置を取り消し、又は

停止することができる。 

第６条 市長は、固定資産税の課税免除又は不均

一課税を受けた者が、次の各号のいずれかに

該当するときは、その課税免除又は不均一課

税の措置を取り消し、又は停止することがで

きる。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 偽りその他不正な行為により不均一課税

を受け、又は受けようとしたとき。 

⑶ 偽りその他不正な行為により課税免除又

は不均一課税を受け、又は受けようとした

とき。 

⑷ （略） ⑷ （略） 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の地域再生法に規定する地方活力向上地域における高山市固定資産税の

特例に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成３０年６月１日以後に新設又は増

設された新条例第２条第２項に規定する特別償却設備等（以下「特別償却設備等」という。）に

ついて適用し、同日前に新設又は増設された特別償却設備等については、なお従前の例による。 

 （高山市企業立地促進条例の一部改正） 

３ 高山市企業立地促進条例（平成１８年高山市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（助成金の不交付） （助成金の不交付） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 市長は、指定事業者が地域再生法に規定する

地方活力向上地域における高山市固定資産税

の特例に関する条例（平成２８年高山市条例

第６号）第２条に規定する要件に適合し、投

下固定資産に対して賦課された固定資産税の

不均一課税を受けられると認めるときは、事

４ 市長は、指定事業者が地域再生法に規定する

地方活力向上地域における高山市固定資産税

の特例に関する条例（平成２８年高山市条例

第６号）第２条に規定する要件に適合し、投

下固定資産に対して賦課された固定資産税に

ついて、同条例第２条の２に定める課税免除



業所等設置助成金のうち当該不均一課税を受

けることにより減額される固定資産税相当額

を交付しない。 

又は同条例第３条に定める税率により不均一

課税を受けられると認めるときは、事業所等

設置助成金のうち当該課税免除又は不均一課

税を受けることにより免除又は減額される固

定資産税相当額を交付しない。 

  

 

 


